
医療・介護の総合的な確保に向けた 
取組について 

 

平成２７年３月９日 

保険局医療介護連携政策課 



医療機能の分化・連携と、地域包括ケアシステム 
の構築を一体的に推進 

  平成２５年度 平成２７年度 平成２８年度 平成２９年度 平成２６年度 平成３０年度 

医療と介護の一体改革に係る今後のスケジュール 

同時改定 

（予定） 

基金（医療分のみ） 基金（介護分を追加） 基金 基金 

総合確保方針 

医療計画 
基本方針 

病床機能報告 

医療介護 
総合確保法 

改正医療法 

改正介護保険法 

総合確保方針 

介護保険事業 
（支援）計画策定 
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画 
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策
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介護保険事業 
計画基本指針 

介護保険事業 
計画基本指針 

・2025年度までの
将来見通しの策定 

介護報酬改定（予定） 診療報酬改定（予定） 

基金造成・執行 

地域医療構想（ビジョン）の策定 

第6期介護保険事業（支援）計画に位置付けた施策の実施 

・2025年の医療需要と、目指すべき医療提供体制 
・目指すべき医療提供体制を実現するための施策 

・介護サービスの拡充 
・地域支援事業による在宅医療・介護連携、地域ケア会議、 
  認知症施策、生活支援・介護予防等の推進 

第6次医療計画 第７次医療計画 
第７期介護保険 
事業計画 第5期介護保険事業計画 第６期介護保険事業計画 

病床機能分化・連携の 
影響を両計画に反映 

医療保険制度改革について、必要な
法律案を平成27年通常国会に提出 

必要な措置を平成29年度までを目途に順次講ずる 

地域医療構想の 
ガイドライン（年度末） 

・医療保険制度の財政基盤の安定化 
・保険料に係る国民の負担に関する公平の確保 
・保険給付の対象となる療養の範囲の適正化   等 

医療保険制度改革 
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平成26年度地域医療介護総合確保基金の
交付状況等 



平成26年度地域医療介護総合確保基金の交付額 

都道府県 交付額（国費） 基金規模 都道府県 交付額（国費） 基金規模 

01北海道 24.9億円 （37.3億円） 25滋賀 9.5億円 （14.2億円） 

02青森 5.8億円 （8.6億円） 26京都 16.5億円 （24.7億円） 

03岩手 6.8億円 （10.2億円） 27大阪 33.0億円 （49.5億円） 

04宮城 10.1億円 （15.1億円） 28兵庫 26.3億円 （39.4億円） 

05秋田 7.1億円 （10.7億円） 29奈良 6.9億円 （10.4億円） 

06山形 7.2億円 （10.8億円） 30和歌山 6.4億円 （9.5億円） 

07福島 10.4億円 （15.6億円） 31鳥取 8.8億円 （13.2億円） 

08茨城 13.8億円 （20.7億円） 32島根 12.1億円 （18.1億円） 

09栃木 9.7億円 （14.5億円） 33岡山 6.2億円 （9.2億円） 

10群馬 11.3億円 （17.0億円） 34広島 17.6億円 （26.4億円） 

11埼玉 24.3億円 （36.5億円） 35山口 6.0億円 （9.1億円） 

12千葉 23.1億円 （34.6億円） 36徳島 11.9億円 （17.8億円） 

13東京 51.5億円 （77.3億円） 37香川 9.9億円 （14.9億円） 

14神奈川 25.7億円 （38.5億円） 38愛媛 5.6億円 （8.4億円） 

15新潟 12.1億円 （18.1億円） 39高知 5.3億円 （8.0億円） 

16富山 6.3億円 （9.5億円） 40福岡 20.9億円 （31.3億円） 

17石川 5.4億円 （8.1億円） 41佐賀 5.3億円 （8.0億円） 

18福井 5.6億円 （8.4億円） 42長崎 5.8億円 （8.7億円） 

19山梨 7.1億円 （10.6億円） 43熊本 12.5億円 （18.8億円） 

20長野 10.2億円 （15.3億円） 44大分 6.1億円 （9.1億円） 

21岐阜 13.9億円 （20.9億円） 45宮崎 5.9億円 （8.9億円） 

22静岡 21.1億円 （31.7億円） 46鹿児島 6.6億円 （9.9億円） 

23愛知 21.3億円 （32.0億円） 47沖縄 11.8億円 （17.7億円） 

24三重 11.0億円 （16.5億円）   合 計 602.4億円 903.7億円） 

２ 

都道府県別 



３ 

地域医療介護総合確保基金の事業区分別の交付額の割合 

19.1% 

22.9% 58.0% 

事業区分別 

①病床の機能分化・連

携に関する事業 

②在宅医療の推進に

関する事業 

③医療従事者の確保・

養成に関する事業 

③ ② 

① 交付額602億円の内訳は以下のとおり。 
 

 ① 病床の機能分化・連携に関する事業 
  → 19.1%（115億円・152事業） 
 

 ② 在宅医療の推進に関する事業 
  → 22.9%（138億円・537事業） 
 

 ③ 医療従事者の確保・養成に関する事業 
  → 58.0%（349億円・1,164事業） 
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都道府県・事業区分別（国費602億円の内訳） 

①病床の機能分化・連携に関する事業 ②在宅医療の推進に関する事業 ③医療従事者の確保・養成に関する事業 

（115億円） 

（138億円） （349億円） 



医療介護総合確保法に基づく事業区分別 
 

 １．病床機能の分化・連携に関する事業 
 

 ２．居宅等における医療の提供に関する事業 
  （１）在宅医療の拠点整備 
  （２）多職種連携体制の支援 
 

 ３．医療従事者の確保に関する事業 

主な施策別 
  

 １．ICTの基盤整備 
 

 ２．認知症施策 

平成26年度都道府県計画における主な取組例 



病床機能分化・連携推進事業  
 【群馬県】総事業費293,085千円（国費65,730千円、都道府県32,865千円、その他194,490千円） 

 地域における急性期から回復期、在宅医療に至る一連のサービスの総合的な確保が課題となっていることから、病院の機能分化・連携
を推進するため、地域における協議を踏まえ、回復期病床等への転換や地域リハビリテーション機能・地域連携の強化等のための施設・
設備整備に対する補助を実施する。 

病床機能分化・連携施設設備整備事業  
 【大分県】総事業費710,086千円（国費311,717千円、都道府県155,861千円、その他242,508千円） 

 地域医療構想（ビジョン）の達成に向けた施設整備を行う。 
  ・ 急性期病棟を回復期リハ病棟へ再編するための施設設備整備 
  ・ 回復期リハ病棟の機能充実のための改修施設設備整備 
  ・ 在宅復帰を推進するための訓練室施設設備整備 

【医療介護総合確保法に基づく事業区分別】 
 

 １．病床機能の分化・連携に関する主な取組例 

「急性期病床」から「地域包括ケア病床」への転換を促すための施設・設備の整備  
 【石川県】総事業費62,000千円（国費20,667千円、都道府県10,333千円、その他31,000千円） 

 県内では、急性期患者への対応を前提とした病床が最も多くなっているが、在宅医療を推進していくためには、在宅復帰に向けたリハビ
リ等を重視する地域包括ケア病床を増やしていく必要があるため、急性期等病床から地域包括ケア病床への転換を支援する。 

病床機能分化・連携促進基盤整備事業  
 【北海道】総事業費2,000,000千円（国費666,666千円、都道府県333,334千円、その他1,000,000千円） 

 急性期から回復期、在宅医療に至るまで、一連のサービスを地域において確保するため、病床の機能分化・連携を推進するための施 
設・設備整備を行う。 

１ 



在宅医療における医療材料等供給拠点薬局整備事業 
 【三重県】総事業費30,804千円（国費10,268千円、都道府県5,134千円、その他15,402千円） 

 在宅医療における医療材料・衛生材料の供給を円滑に行うため、共同利用ができる無菌調剤室の整備に対して補助することにより、 
無菌製剤を必要としている在宅患者に薬局が安全安心に供給できる体制を整備する。 
 また、在宅患者の利便性に配慮し、医療材料等を効率的に供給できる薬局間ネットワークの構築に対して補助する。 

医療・介護連携拠点機能整備事業 
 【滋賀県】総事業費18,541千円（国費12,361千円、都道府県6,180千円、その他0千円） 

 市町が住民により身近な市町域に医療と介護の連携拠点機能をもつ在宅療養連携拠点を整備し、多職種協働による医療と介護の連携
事業への取組に対し支援を行うことにより、2025年を見据えた在宅療養の推進体制の構築を図る。 

【医療介護総合確保法に基づく事業区分別】 
 

 ２．居宅等における医療の提供に関する事業 
 

  （１）在宅医療の拠点整備に関する主な取組例 

在宅医療連携基盤整備事業  
 【愛媛県】総事業費86,624千円（国費28,875千円、都道府県14,437千円、その他43,312千円） 

（在宅医療施設整備事業） 
  市町や医師会等が主体となって行う、在宅医療の拠点となる施設の整備や、在宅患者の急変時の入院受入れを行う医療機関等の 
 施設整備を補助する。 
 

（在宅医療設備整備事業） 
 ○在宅医療の拠点となる施設における機器、備品等の整備に対する補助／○在宅患者の急変時の入院受入れを行う医療機関等に 
  おける機器、備品等の整備に対する補助／○訪問診療、訪問リハビリの充実等のための機器、備品、車両等の整備に対する補助 

訪問看護体制支援事業  
 【徳島県】総事業費21,000千円（国費13,333千円、都道府県6,667千円、その他1,000千円） 

 県民が住み慣れた地域の中で療養生活が送ることができるように、「訪問看護支援センター」を設置し、訪問看護に関する相談・現任教
育等を行うことにより２４時間・３６５日訪問看護が提供できる体制を構築することを支援する。 

２ 



在宅医療・介護連携拠点等整備事業  
 【兵庫県】総事業費249,000千円（国費166,000千円、都道府県83,000千円、その他0千円） 

 ① 兵庫県在宅医療・介護連携推進協議会（仮称）の設置・運営 
    県内の在宅医療・地域包括ケアに関する諸課題について協議し、在宅医療・介護連携への支援を行うとともに、住民や医療従事者 
   に対し在宅医療・介護連携に係る普及啓発を実施。 
 

    設置場所：医師会／構成団体：医師会、病院協会、民間病院協会、歯科医師会、薬剤師会、看護協会、介護支援専門員協会、県 
    協議内容：在宅医療支援・研修・かかりつけ医の負担軽減・多職種連携・後方支援のあり方、情報共有 等 
 

 ② 地域在宅医療・介護連携推進協議会（仮称）の設置・運営 
    各地域の実情に合った地域包括ケアシステムの構築に向けて、必要な事業計画を着実に実施するために、地域医師会単位で「地域 
   在宅医療・介護連携推進協議会（仮称）」を設置。 
 

    設置場所：郡市区医師会／構成団体：上記団体支部／事業：在宅医療・介護連携事業、地域ケア会議、病診等連携体制構築事業 

在宅医療等基盤整備事業  
 【群馬県】総事業費88,552千円（国費30,784千円、都道府県15,392千円、その他42,376千円） 

 病床の機能分化・連携を推進するとともに、在宅医療・介護サービスの提供体制の充実や医療・介護の連携体制構築が課題となっているこ
とから、在宅医療に係る人材育成、普及啓発、拠点整備等の事業を支援し、本県における在宅医療・介護提供体制の整備を図る。 
 １ 在宅医療に係る専門研修、多職種研修、住民に対する普及啓発等 
 ２ 郡市医師会等を中心とした、協議の場の設置、医療資源の把握、情報提供、相談窓口の設置、退院時患者支援の仕組みづくり等 

有床診療所支援事業  
 【秋田県】総事業費97,971千円（国費49,422千円、都道府県24,711千円、その他23,838千円） 

 少子高齢化の進展による人口減少に伴い後継者不在による有床診療所廃止が危惧される中、有床診療所が在宅療養者の病状変化等に
対応できる病床として存続し、地域住民が安心して在宅医療を受けられるよう、病室整備等に要する経費に対して助成する。 

在宅医療拠点及び住民相談支援センター整備事業  
 【長崎県】総事業費173,582千円（国費69,098千円、都道府県34,549千円、その他69,935千円） 

 各在宅医療区域ごとに、コーデイネーターを配置し、在宅医療の連携業務とともに住民からの相談支援にあたるセンターを整備する。 

３ 



【医療介護総合確保法に基づく事業区分別】 
 

 ２．居宅等における医療の提供に関する事業 
 

  （２）多職種連携体制の支援に関する主な取組例 

在宅移行円滑推進事業  
 【岡山県】総事業費13,000千円（国費8,666千円、都道府県4,334千円、その他0千円） 

 １）病院医師、その他病院職員を対象とした在宅医療及び在宅看取り等に関する研修会 
    病院職員が、在宅医療の現状や提供可能な医療レベル、在宅療養を知ることにより、在宅移行の心理的な障害を減らすとともに、 
   在宅希望患者への支援体制の構築を図る。 
    （例） 在宅医療の必要性、在宅療養の魅力、医療／介護等多職種連携、在宅医療／在宅介護に向けての急性期 
       回復期病院の役割、在宅医療の実際（在宅でできること）、看取り等 
 

 ２）病院、在宅療養支援病院、在宅療養支援診療所職員による意見交換会 
    各地域で在宅移行を促進するにあたり、関係機関間でお互いに対する期待や要望、問題点について意見交換を行うことにより、 
   課題の解決を図る。また、顔の見える関係づくりを行う。 

在宅リハビリテーション体制構築事業  
 【徳島県】総事業費2,100千円（国費1,400千円、都道府県700千円、その他0千円） 

 医師、理学療法士、作業療法士、言語聴覚士等の医療従事者が意見交換を行う協議会の開催、在宅リハビリの実態調査、在宅 
でのリハビリについて経験を持つ専門家を招いてのワークショップ、地域の指導的な人材の育成等を行い、在宅リハビリテーションの 
機能強化を図る。 
 また、急性期病院、回復期病院、在宅へと療養場所が変化しても継続的に計画的なリハビリが提供できるよう「リハビリ手帳」の発行 
を検討する。 

在宅歯科連携人材育成事業  
 【山梨県】総事業費801千円（国費534千円、都道府県267千円、その他0千円） 

 糖尿病などの生活習慣病と歯周病が密接に関連していることが明白となってきたことから、糖尿病に関する医科・歯科連携を推進する
ため、県歯科医師会が実施する、医師・歯科医師・看護師・歯科衛生士・栄養士・介護施設等従事者などを対象とした研修会の開催を
支援する。 
 また、地域単位での医科と歯科の信頼できる関係を構築するため、甲府市歯科医師会への助成により、歯科・医科連携を推進するた
めの研修会を実施し、地域包括ケアの構築を目指す。 

４ 



多職種連携研修会運営事業 
 【岩手県】総事業費1,504千円（国費1,003千円、都道府県501千円、その他0千円） 

 在宅医療を実施する医師等医療従事者が不足していることから、主に診療所の医師（かかりつけ医）に対し、在宅医療への参入を
促すための研修を実施する。 
 また、病院勤務の医療従事者（医師、看護師等）の患者退院後の選択肢として「在宅」への認識が薄いことから、在宅医療の理解
を深めてもらい、退院支援や急変時の入院の円滑化を図るための訪問研修を実施する。 

多職種人材育成研修会 
 【宮城県】総事業費2,274千円（国費1,516千円、都道府県758千円、その他0千円） 

 地域包括ケア体制構築のためには、医療，介護の関係者が顔の見える関係を構築することが必要であることから、多職種の関係
者が集う研修会において、全国の状況を学びつつ、グループワークを通じて相互理解を深める。 

在宅医療推進協議会設置運営事業  
 【秋田県】総事業費124千円（国費83千円、都道府県41千円、その他0千円） 

 医師のグループ化やバックアップ体制の確保、病院とかかりつけ医の役割分担の明確化など、地域の在宅医療体制を構築するた
めのルール作りに取り組み、定期的な検証をしながらブラッシュアップする組織として、郡市医師会等が在宅医療推進協議会を設置
運営する経費に対して助成する。 

多職種協働在宅医療モデル事業  
 【青森県】総事業費363,000千円（国費170,000千円、都道府県85,000千円、その他108,000千円） 

 多職種協働による在宅医療を推進するため、県内に数箇所の多職種協働在宅医療モデルチームを設置し、チームの連絡会議や
勉強会の開催、患者の情報共有のための連携ツール開発（モバイル端末の活用等）、在宅医療に必要な医療機器及び車両整備、
急変時の患者受入れのための病院との連携体制の構築等の経費に対して補助する。 

在宅医療に係る医療連携体制の運営支援事業（退院支援・在宅医療事例研修会事業） 
 【富山県】総事業費1,000千円（国費666千円、都道府県334千円、その他0千円） 

 入院から在宅への円滑な移行を図るため、医療と介護に携わる関係者が、退院支援・退院調整に必要な知識を習得するとともに、 
地域の状況に応じた退院調整のためのルールづくりを行う。 
 ・ 事例検討会の開催、退院支援担当者連絡会議の定例開催、病院と各ケアマネ協議会との連携会議、退院支援・退院調整 
  職員を対象とした研修会の開催 など ５ 



【医療介護総合確保法に基づく事業区分別】 
 

 ３．医療従事者の確保に関する事業 
 

休日・夜間の小児救急医療体制整備事業 
 【山形県】総事業費32,901千円（国費14,623千円、都道府県7,311千円、その他10,967千円） 

 小児救急医の負担を軽減するため、小児科を標榜する病院等が輪番制方式若しくは共同利用方式により、又は複数の二次医療圏
による広域を対象に小児患者を受け入れることにより、休日・夜間の小児救急医療体制を整備するために必要な医師、看護師等の
医療従事者の確保に必要な経費に対する支援を行う。 

地域医療支援センター運営事業 
 【山梨県】総事業費22,548千円（国費15,032千円、都道府県7,516千円、その他0千円） 

 ・医師の地域偏在の解消と定着を図るため、医師のキャリア形成支援と一体的に医師不足病院の医師確保を支援する。 
 ・県内の医師不足状況の把握分析を進めるとともに、若手医師を地域の医療機関に誘導するため、地域枠医学生等に対する面談 
  等の実施、中核病院、地域医療機関を循環しながらスキルアップする後期研修プログラムを作成・実施する。 
 ・また、地域の医療機関における研修体制を整備するため、臨床研修指導医講習会を開催するとともに、若手医師を対象とした講 
  習会を実施する。 

医学生セミナー開催事業 
 【岐阜県】総事業費850千円（国費566千円、都道府県284千円、その他0千円） 

 県内外の医学生を対象に地域の医療現場を体験できるセミナーを開催し、地域医療に理解を持つ医師を早期段階で養成し、卒業
後の県内定着の促進を図る。 
 【研修内容】 ①県内の医療機関（臨床研修病院又はへき地診療所等）を訪問し、地域医療の実際を体験 
          ②各医療機関における診察等活動を体験（往診、在宅医療への同行も可能な限り実施） 
                   ③宿泊しながら研修先の医師等との意見交換会の実施 

ナースセンターサテライト事業 
 【福岡県】総事業費26,272千円（国費17,515千円、都道府県8,757千円、その他0千円） 

 平成２６年度に県ナースセンターの支所を県内２か所設置し、再就業相談事業の充実を図る。併せて、これらの支所を統括する役
割を担うため、県ナースセンター(本所）に必要な職員等を配置する。 ６ 



女性医師等就労環境整備・保育支援事業  
 【群馬県】総事業費2,000千円（国費1,167千円、都道府県583千円、その他250千円） 

 医師国家試験合格者に占める女性の割合は３割を超え、若年層の女性医師が増加している。女性医師は出産や育児等により 
離職することも多く、いったん離職すると医療技術の進歩や知識の移り変わりなどから復職が難しいため、復職に向けた支援が課題 
となっている。このため、出産・育児及び離職後の再就業に不安を抱える女性医師等を支援するため、受付・相談窓口の設置・ 
運営、復職研修や就労環境改善の取組を支援する。 

女性医師就業継続支援事業  
 【石川県】総事業費4,000千円（国費2,000千円、都道府県1,000千円、その他1,000千円） 

 医師不足が問題となる中、近年増加している女性医師の出産や育児による離職を防ぐことが、課題の一つとなっている。 
女性医師が、女性として、医師として、生き生きと働くことができるよう、女性医師支援センターを設置し、女性医師の子育てと仕事の両立
を支援する。 
①女性医師のための相談窓口の設置・情報提供…女性医師メンターによる相談窓口の設置 
②女性医師支援セミナーの開催…先輩女性医師の経験談や、仕事と家庭の両立に役立つ行政サービスを紹介するセミナーを開催 
③女性医師復職研修への支援…出産・育児等で離職し、復帰に不安を抱える女性医師向けの復職研修の実施に対して支援 
④女性医師支援センターの機能強化…女性医師支援コーディネーターによる病院訪問や各種調査等、ホームページの更新や 
 センターPRのパンフレットの作成等 

院内保育所整備・運営事業 
 【島根県】総事業費52,890千円（国費15,087千円、都道府県7,543千円、その他30,260千円） 

 医療従事者の離職防止及び再就業を促進することで、良質な医療提供体制の確保を図るため、県内の病院及び診療所に勤務する職
員のために保育施設を整備・運営する事業について財政支援を行う。 

医療勤務環境改善支援センター事業  
 【東京都】総事業費8,627千円（国費5,752千円、都道府県2,875千円、その他0千円） 

 医療機関が自主的に行う医療従事者の勤務環境改善に資する取組を支援するため、医療機関からの相談に対し、情報提供や助言等
必要な援助を実施する。医業経営アドバイザーと医療労務管理アドバイザーを配置し、医療機関の多様なニーズに対し、専門的な支援を
行う。 

７ 



ＩＣＴを活用した緊密ながん医療連携体制整備事業 
 【三重県】総事業費1,000千円（国費333千円、都道府県167千円、その他500千円） 

 がん診療拠点病院等において、ＩＣＴを活用して重複検査、重複投薬の回避、フィルムレスの病病連携を推進し、効果的・効率的ながん医療
連携体制の整備に向けた取り組みに対して補助する。 

在宅医療介護ＩＣＴ連携事業  
 【大阪府】総事業費93,834千円（国費48,010千円、都道府県24,005千円、その他21,819千円） 

 地域に必要な多職種間の情報共有の効率化を図るため、地域一体となって関係者間で医療・介護情報を入力・参照できる 
医療介護ＩＣＴ連携のシステム導入を支援する（在宅医療・介護従事者が入力した情報を共有するシステムの経費を支援）。 

ＩＣＴを活用した地域保健医療ネットワーク基盤の整備  
 【沖縄県】総事業費1,500千円（国費1,000千円、都道府県500千円、その他0千円） 

 各医療機関の電子カルテやレセプト等の医療情報の一元化を図り、市町村並びに協会けんぽ、後期高齢者医療広域連合等の健診データ等
を集積し、保健医療ネットワークを構築して地域医療連携を促進するとともに、集積された保健指導及び医療提供等を効果的に実施するため、
ネットワーク基盤整備等に係る経費を支援する。 

【主な施策別】 
 

 １．ＩＣＴの基盤整備に関する主な取組例 

ＩＣＴを活用したお薬手帳システム整備事業  
 【滋賀県】総事業費500千円（国費222千円、都道府県111千円、その他167千円） 

 医師が処方した薬の情報を記録する「お薬手帳」は、相互作用による副作用や重複投与の防止、アレルギー歴の確認等の情報を得る 
重要なものであり、緊急時を含め常時携帯することが必要であるため、普及が進むスマートフォン等の端末を活用したシステムを構築、 
整備する。 

各医療機関の勤務環境改善や再就業促進の取組への支援事業（訪問看護ステーションＩＣＴ化事業） 
 【富山県】総事業費4,000千円（国費1,333千円、都道府県667千円、その他2,000千円） 

 訪問看護ステーション等の業務省力化・効率化を図るため、タブレット端末等を活用した情報共有や記録作成等のためのＩＣＴ導入に 
かかる補助を行うもの。 
 訪問先等で利用者のデータ入力を可能にすることで、情報共有の迅速化や業務管理の効率化に加え、主治医からの指示を利用者宅 
で受信することにより、迅速な看護ケアが可能となる。 ８ 



歯科医療従事者認知症対応力向上研修事業  
 【北海道】総事業費1,918千円（国費1,279千円、都道府県639千円、その他0千円） 

 歯科医療従事者に対し、認知症等の要介護高齢者の在宅歯科医療に取り組む上で必要な、認知症患者やその家族を支援するた
めの認知症ケアの原則等の基礎知識や歯科治療スキルを習得するための研修（歯科医療従事者認知症対応力向上研修セミナー） 
を実施し、認知症等の要介護者に対する歯科医療の確保及び「在宅療養支援歯科診療所」の確保を図る。 
 （４か所で開催。120名程度） 

認知症ケアに関する医療介護連携体制構築事業  
 【栃木県】総事業費900千円（国費600千円、都道府県300千円、その他0千円） 

 認知症への対応など多職種間の連携を図るため、地域の医療と介護の連携の場を設け、各地域における認知症ケアの流れ（認知症 
ケアパス）等の検討及びその普及を支援する。 
 ・ 認知症ケアパス等検討会の実施 
 ・ 認知症ケアパス等に係るかかりつけ医等関係者への研修会の実施 
 ・ 認知症ケアパス等を普及するための講演会の実施  等 

認知症入院医療体制の整備事業 
 【長崎県】総事業費10,780千円（国費5,390千円、都道府県2,695千円、その他2,695千円） 

 一般病院におけるBPSDを有する認知症患者の受け入れ体制を向上するために、週１回精神科医の派遣を行い、医療従事者の 
認知症対応力の向上を図る。 

【主な施策別】 
 

 ２．認知症施策に関する主な取組例 

運営適性相談における認知症等早期発見対応推進事業  
 【熊本県】総事業費1,919千円（国費1,279千円、都道府県640千円、その他0千円） 

 認知症等の早期発見、対応等を促進し、できる限り長い間、在宅において医療サービスを受けられるようにするため、運転免許セン
ターに専門職を配置し、認知機能の低下が疑われる者等に対し専門相談を実施し、医療機関への受診勧奨等を行う。 

９ 



認知症早期医療支援モデル事業  
 【大阪府】総事業費983千円（国費655千円、都道府県328千円、その他0千円） 

 泉大津市並びに忠岡町地域包括支援センターの保健師・社会福祉士等で構成された訪問支援チームの支援対象者のうち、特に
医療的に手厚い支援が必要な対象者に対して、同医師会の認知症サポート医等が、チームのバックアップだけではなく、初期段階か
らチームに同行し、適切な支援を提供することで、より有効な初期集中支援を行う。 
 手厚い支援が必要な取組事例を集約し、地域の関係機関でその対応方策等を検討し共有することで、地域の認知症患者の支援
力向上につなげる。 

認知症疾患医療センター（診療所型）事業  
 【広島県】総事業費1,340千円（国費893千円、都道府県447千円、その他0千円） 

 認知症疾患医療センターの一類型として指定された診療所が、かかりつけ医等の他の医療機関とネットワークを構築し、認知症の 
鑑別診断につなげるための経費に対する支援を行う。 
 ・鑑別診断及び療養方針の決定に対する診療報酬の「認知症専門診断管理料」相当の支援 

中堅看護職員実務研修事業 
 【三重県】総事業費603千円（国費402千円、都道府県201千円、その他0千円） 

 実務経験が概ね５年以上の看護職員を対象に認知症看護の実践力向上を目指した研修を実施し、中堅看護職員の専門性の 
向上を図る。 

認知症診断ネットワーク構築事業 
 【長野県】総事業費5,000千円（国費1,667千円、都道府県833千円、その他2,500千円） 

 ITを活用した医師向け・介護支援者向け診断ツールの開発及びツールを活用した地域ネットワークを構築し、日常定期なケアの場で、 
かかりつけ医やケアマネジャー、介護従事者等が、認知症の人に対して継続的なアセスメントを行い、認知症ケアの適切な提供に 
つなげ、早期診断・早期対応を図る。 

１０ 



 

(1)  国における取組 
 ○ 目標の達成状況、事業の実施状況を検証（注） 
 

(2)  都道府県における取組 
 ○ 事業ごとの実施状況を把握・点検 
 

 ○ 事後評価を実施し、その結果を国に提出・公表 
 

   → 計画で設定した目標が未達成の場合、改善の方向性を記載 
   → 市町村は、都道府県の事後評価に協力 
 
 

総合確保方針における地域医療介護総合確保基金のＰＤＣＡについて 

CHECK 

○ 地域医療介護総合確保基金は、消費税増収分が充てられていることに鑑み、当該基金を充てて実施する事業 
 が適正に行われる必要がある。 
○ そのため、都道府県計画における事後評価や医療介護総合確保促進会議における議論等を通じ、地域医療介護 
 総合確保基金が適正に活用されるためのＰＤＣＡサイクルを回す。 

  

 都道府県計画・市町村計画の策定 
 

  → データに基づく地域の医療・介護ニーズや医療・介護資源に関する現状分析、将来予測等 
   を行い、医療及び介護の総合的な確保に関する目標、実施する事業の内容等を記載 
 

   ※ 可能なものについては定量的な目標を定め、計画期間の年度ごとの進捗管理が適切に行えるようにする。 
   ※ 医療計画や介護保険事業（支援）計画との整合性の確保等 
   ※ 関係者の意見を反映させるために必要な措置、会議や議事録の公開等により決定プロセスの透明性等 

PLAN 

計画に基づき、 
適切に事業を実施 

DO 

 
 
 

(1) 国における取組 
 ○ 都道府県に対し、推奨事項、 
  改善を図るべき事項等について 
  必要な助言  等 
 
 

 

(2) 都道府県における取組 
 ○ 事後評価に記載した改善の方向性、 
   国からの助言等を踏まえ、次に策定 
   する計画に活用  等 

 

ACTION 

（注） 市町村計画は都道府県計画に盛り込まれることとなるため、国は都道府県計画の 
  事後評価を検証する。 ２ 



平成27年度地域医療介護総合確保基金の
予算案等 



地域医療介護総合確保基金の平成２７年度予算案について 

○ 地域における医療及び介護の総合的な確保を推進するため、消費税増収分を活用した新たな財政支援制度（地域医療介護 
 総合確保基金）  を創設し、各都道府県に設置。 

○ 地域医療介護総合確保基金の平成２７年度予算案は、公費ベースで１，６２８億円（医療分９０４億円（うち、国分６０２億円）、 

 介護分７２４億円（うち、国分４８３億円））     

○ 平成２７年度以降は、介護を含む全ての事業を対象とすることとしており、対前年度予算７２４億円増。 

地域医療介護総合確保基金の対象事業 

１  地域医療構想の達成に向けた医療機関の施設又は設備
の整備に関する事業(※) 

２  居宅等における医療の提供に関する事業(※) 

３  介護施設等の整備に関する事業（地域密着型サービス等） 

４  医療従事者の確保に関する事業(※) 

５  介護従事者の確保に関する事業 

※ 基金の対象事業は、平成26年度は医療を対象として１、２、４を、 
 平成27年度以降は介護を含めて全ての事業とする。 

医療分 
904億円 

 
（うち、国分602億円） 

平成２６年度予算 

９０４億円 

介護分 
724億円 

 
（うち、国分483億円） 

１，６２８億円 

平成２７年度予算案 

医療分 
904億円 

 
（うち、国分602億円） 

＋７２４億円 

今後のスケジュール（案） 

２７年１月～ 都道府県ヒアリング実施 
              （※都道府県による関係者からのヒア 
                リング等実施） 
 予算成立後 基金の交付要綱等の発出 
       介護分を都道府県へ内示 
   ６月中 医療分を都道府県へ内示 
   ７月中 交付決定（※都道府県計画提出） 

地域医療介護総合確保基金の予算 
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  地域医療介護総合確保基金を活用した介護施設等の整備 

１．地域密着型サービス施設等の整備への助成      

 ○ 可能な限り住み慣れた地域で安心して暮らせるよう、地域密着型サービス施設・事業所等の整備に対して支援を行う。 
（対象施設） 地域密着型特別養護老人ホーム、小規模な老人保健施設・養護老人ホーム・ケアハウス、都市型軽費老人ホーム、認知症高齢者グループ

ホーム、小規模多機能型居宅介護、定期巡回・随時対応型訪問介護看護、看護小規模多機能型居宅介護、緊急ショートステイ等 

  ※定員30人以上の広域型施設の整備費については、平成18年度より一般財源化され、各都道府県が支援を行っている。 

２．介護施設の開設準備経費等への支援      

 ○ 特別養護老人ホーム等の円滑な開設のため、施設の開設準備に要する経費について支援を行う。 

   ※定員30人以上の広域型施設を含む。        

 ○ 在宅での療養生活に伴う医療ニーズの増大に対応するため、訪問看護ステーションの大規模化やサテライト型事業所の設置に必要
な設備費用等について支援を行う。  

 ○ 土地の取得が困難な都市部等での施設整備を支援するため、定期借地権の設定のための一時金について支援を行う。 

 ○ 介護施設で働く職員等を確保するため、施設内の保育施設の整備に対して支援を行う。 

３．特養多床室のプライバシー保護のための改修等による介護サービスの改善 
 ○ 特別養護老人ホームにおける多床室のプライバシー保護のための改修費用について支援を行う。 

   ○ 特別養護老人ホーム等のユニット化に係る改修費用について支援を行う。 

 ○ 介護療養型医療施設等の老人保健施設等への転換整備について支援を行う。 

対象事業 

 （参考） その他の高齢者向け施設等の整備助成 

   ◆ 地域介護・福祉空間整備等施設整備交付金（ハード交付金） 
       ・ 既存介護施設におけるスプリンクラー等の整備や耐震化改修を行い、介護施設等の防災対策を推進。《平成２６年度補正予算》 
        ※消防法施行令が改正され、原則として全ての介護施設等についてスプリンクラーの設置が義務付け（H27.4施行、H30.3まで経過措置） 

       ・ 地域支え合いセンター整備など地域における高齢者の生きがい活動や地域貢献等を支援する先進的・モデル的な事業を推進。 
   ◆ 地域介護・福祉空間整備推進交付金（ソフト交付金） 
        ・ 先進的・モデル的な事業の設備等に要する経費を支援。 
   ◆ 介護基盤緊急整備等臨時特例基金  → 平成２６年度末をもって震災対応分を除き終了 
      ※「地域支え合い体制づくり事業（震災対応分）」、「被災地健康支援事業」について基金の延長・積増し。「復興まちづくり整備事業」は復興庁の事業として継続。 

○ 地域包括ケアシステムの構築に向けて、都道府県計画に基づき、地域密着型サービス等、地域の実情に
応じた介護サービス提供体制の整備を促進するための支援を行う。 

平成27年度予算（案）  ６３４億円 
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○ 地域の実情に応じた介護従事者の確保対策を支援するため、都道府県計画を踏まえて実施される「参入促進」・ 
 「資質の向上」・「労働環境・処遇の改善」に資する事業を支援。 
  

 → これまで予備費や補正予算で実施してきた基金事業を大幅に充実・拡充 
   （参考）福祉・介護人材確保緊急支援事業の２５年度執行実績３３億円 

 

○ 地域住民や学校の生徒に対する
介護や介護の仕事の理解促進 

 
○ 若者・女性・高齢者など多様な世
代を対象とした介護の職場体験 

 
○ 高齢者など地域の住民による生
活支援の担い手の養成 

 
○ 介護未経験者に対する研修支援 
 
○ 過疎地域等の人材確保が困難

な地域における合同就職説明会
の実施 

 
等 

○ 介護人材キャリアアップ研修支援 
  ・ 経験年数３～５年程度の中堅職員に対する研修 
  ・ 喀痰吸引等研修 
  ・ 介護キャリア段位におけるアセッサー講習受講 
  ・ 介護支援専門員に対する研修          
 

○ 各種研修に係る代替要員の確保 
 

○ 潜在介護福祉士の再就業促進 
  ・ 知識や技術を再確認するための研修の実施 
  ・ 離職した介護福祉士の所在等の把握      
 

○ 認知症ケアに携わる人材育成のための研修  
 

○ 地域包括ｹｱｼｽﾃﾑ構築に資する人材育成 
    ・ 生活支援ｺｰﾃﾞｨﾈｰﾀｰの養成のための研修   
  

○ 認知症高齢者等の権利擁護のための人材育成 
 

                             等 

○ 新人介護職員に対するエル

ダー・メンター（新人指導担当者）
制度等導入のための研修 

 
○ 管理者等に対する雇用改善方
策の普及 

  ・ 管理者に対する雇用管理改善の
ための労働関係法規、休暇・休
職制度等の理解のための説明会
の開催 

  ・ 介護従事者の負担軽減に資する
介護ロボットの導入支援     

 
○ 介護従事者の子育て支援のた
めの施設内保育施設運営支援 

 
                    等 

参入促進 資質の向上 労働環境・処遇の改善 

地域医療介護総合確保基金を活用した介護従事者の確保 平成27年度予算（案）  
９０億円 

○ 関係機関・団体との連携・協働の推進を図るための、都道府県単位での協議会の設置 
○ 介護人材育成等に取り組む事業所に対する都道府県の認証評価制度の運営支援 21 



平成２７年度地域医療介護総合確保基金の執行スケジュール（案） 

時期 医 療 分 介 護 分 共 通 

平成２７年 
１月中旬 

   平成26年12月 
    ①都道府県に事業量の調査依頼 
         （事業内容、規模等） 

 ①都道府県に事業量の調査依頼   
        （整備予定、規模等） 
     ※事業メニュー案の提示 

 
 
 

２月頃 

 ②都道府県より事業量の提出  ②都道府県より事業量の提出  厚生労働関係部局長会議 
 

 

３月頃 

 ③事業量ヒアリング実施 
 

 

 全国医政関係主管課長会議 
 全国介護保険担当課長会議 
 ※交付要綱等案の提示 

予算成立後 

 ②’都道府県より事業量の見直し 
    提出 

  
      
      ※必要に応じ、人材確保事業を対象 
           に追加ヒアリング・追加内示を実施 

 
 
※都道府県計画の提出依頼（様式例を提示） 

５月頃 

 ③事業量ヒアリング実施 都道府県より都道府県計画案の提出 

 

６月頃 

 

 

７月頃 

 ⑤交付申請   ⑤交付申請 

 ⑥交付決定 ⑥交付決定 
都道府県より都道府県計画の提出 

④都道府県へ内示 基金の交付要綱等の発出 

④都道府県へ内示 

22 


